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 豚流行性下痢（以下， PED) は，PEDウイルス（以下， PEDV ）の感染による

急性下痢，それに伴う脱水を主徴とする豚の伝染性疾病である。全ての日齢の豚

に感染は成立するが，特に若齢豚で症状が重篤化しやすく，哺乳豚の致死率はと

きには 100% に達する場合もある。 
 本県では平成25年度からPEDが毎年発生しており，田邊ら 1) の報告によると平

成27年までの流行株は北米型であった。一方， PEDV には S 遺伝子の 5 ’末端側

に特徴的な塩基の欠失と挿入がある株の存在が知られており，その病原性につい

ても北米型より弱毒であるとの報告もある 2) 。今回，平成28年 9 月～平成29年 8
月（以下， H28 年シーズン）までと，平成29年 9 月～平成30年 8 月（以下， H29
年シーズン）までの 2 シーズンに県内のPED発生農場から検出した PEDV の疫学

解析と浸潤状況を調査したのでその概要について報告する。 
 
発生概要 
 県内の養豚場は，県北地域98農場，鹿行地域 121 農場，県南地域 101 農場，県

西地域 140 農場であり，PEDの発生は， H28 年シーズンは12月21日から翌年の 3
月21日にかけて県西地域15農場（一貫13農場，肥育 2 農場 ）， 県南地域 3 農場

（全て一貫 ）， H29 シーズンには11月13日から翌年の 4 月14日にかけて県南地域

2 農場（全て一貫 ）， 鹿行地域12農場（全て一貫）であった。 
 
材料と方法 
１ 遺伝子学的検査 

H28 年シーズンに検出した PEDV18 検体並びに H29 年シーズンに検出した14検
体の合計32検体から抽出した RNA を用いて， RT-PCR による PEDV スパイク蛋

白（ S ）遺伝子の S1 領域 （約 2,300bp ）に対する遺伝子増幅を行った。電気

泳動により目的サイズの遺伝子産物を確認したのち，ダイレクトシークエンス法

で当該遺伝子領域の塩基配列を決定し，得られた塩基配列を基に遺伝的特徴に基

づく株の型別，相同性の比較及び近接接合法による系統樹解析を行った。 
２ 疫学解析 

PED発生農場を地図上にプロットし，遺伝子解析によって得られた系統樹と比

較した。また， H28 年シーズンでPEDが発生した県西地域の U 市及び Y 町にまた



がる養豚場が密集する地域を密集地 A ， S 市を中心とした密集地域を密集地 B ，

H29 年シーズンでPEDが発生した鹿行地域の N 市を中心とした密集地域を密集地

C ， H 市を中心とした密集地域を密集地 D とし，PED発生について時系列で表し

た。また，併せて県内養豚場で毎月行っているPED中和抗体価の幾何平均値（以

下， GM 値）を比較した。 
PED発生農場の繁殖豚，肥育豚，子豚のPED発症率及び死亡率，症状消失期間，

清浄農場復帰期間と遺伝子解析結果について，家畜保健衛生所が定期的に発生農

場から聞き取りする発生情報を基に，Mann-Whitneyの U 検定（以下， U 検定）を

用いて比較した。さらにPED発生農場のワクチン接種の有無及び過去のPED発生

歴と農場の繁殖豚，肥育豚，子豚のPED発症率及び死亡率について， U 検定を用

いて比較した。 
 
結果 
１ 遺伝子学的検査 

系統樹解析を実施した32検体のうち，24検体が北米型， 8 検体が INDELs 型に

分類された。 H28 年シーズンでは18検体中11検体が北米型， 7 検体が INDELs 型，

H29 年シーズンでは13検体中12検体が北米型， 1 検体は INDELs 型に分類された。 
ウイルス遺伝子型別にみると，北米型は 4 つのクラスター（ NA ①，②，③，

④ ）， INDELs 型は 3 つのクラスター（ IS①，②，③）（図 1 ）に再分類された。

今回検出した北米型の PEDV と平成25年～26年に県内で検出したPEDV8検体との

相同性は， 96.3 ％から 99.3 ％であった。 
２ 疫学解析 

PEDの発生は，同一クラスターに属した PEDV が同一密集地内で集中して検出

される傾向があったが，一方，同じシーズンに複数のクラスター分類されるPED
ウイルス株が県内で流行していた。 
 PEDの発生を時系列で分析すると， H28 年シーズンの密集地 A では12月21日か

ら 1 月17日にかけての27日間に 7 件のPEDが発生し， PEDV の型は北米型（ NA
①）が 5 検体， INDELs 型（ IS③）が 2 検体であった。密集地 B では 2 月 3 日か

ら 2 月23日にかけて20日間に 5 件のPEDが発生し， PEDV の型は北米型（ NA ①）

が 2 検体， INDELs 型（ IS①）が 3 検体であった。 
平成29年シーズンの密集地 C では， 1 月14日から 3 月 5 日にかけての50日間に

5 件のPEDが発生し， PEDV の型は北米型が 4 検体， INDELs 型が 1 検体であっ

た。北米型のクラスター分類では， 1 検体が NA ①に， 3 検体が NA ④に分類さ

れた。密集地 D では， 2 月 6 日から 4 月14日にかけての67日間に 5 件のPEDが発

生し， PEDV の型は北米型が 5 検体（ NA ③）であった。 
PED中和抗体の動きとPED発生の関係について，県内全体の GM 値の推移と発



生の関係をみると， H28 年・ H29 年シーズンともに年間を通して，PED中和抗体

が検出され，また，PED発生以降で GM 値が上昇した。密集地 C 及び D がある鹿

行地域の平成29年シーズンの GM 値は，発生以降は著しく上昇し， GM 値 3.7 と

なった（図 2 ，図 3 ）。  
北米型と INDELs 型の農場に区分して，農場のPED発症率，死亡率，症状消失

期間及び清浄農場復帰期間を飼養豚全体，肥育豚，繁殖豚，子豚について U 検定

を用いて比較した結果，発症率，死亡率，症状消失期間及び清浄農場復帰期間で

は有意差は認められなかった。一方で，農場のワクチン接種の有無及び過去の

PED発生歴について飼養豚全体，繁殖豚，肥育豚，子豚のPED発症率及び死亡率

を比較した結果，ワクチン接種の有無と飼養豚全体と肥育豚で発症率については

有意に発症率が低く（飼養豚全体：P<0.01，肥育豚：P<0.05 ）， 過去のPED発生

歴と繁殖豚の間で発症率が有意に低かった（P<0.05 ）。  
 
考察 
 本県の流行株はこれまで北米型であったが，今回の S 遺伝子の系統樹解析の結

果，H28 年シーズンに初めて INDELs 型の PEDV が侵入したことが明らかになっ

た。また，過去に県内で検出した北米型 PEDV との相同性は 96.3 ％から 99.3 ％で

あり，これまでの流行株に近縁な株もあった。また，平成28年シーズンに侵入し

た PEDV と極めて近縁な PEDV が，平成29年シーズンに同一地域内で流行したこ

とが確認された。この結果を踏まえると，密集地のPED発生は，地域内で維持・

継代された PEDV が次シーズンの感染源となり，再び地域内でまん延する可能性

が推察された。 
H28 年・ H29 シーズンに検出した PEDV は，北米型及び INDELs 型ともに異な

るクラスターに属する PEDV が検出されたため，発生農場へは複数の感染源から

複数の PEDV が侵入した可能性がある。 
養豚密集地域でも，北米型及び INDELs 型の PEDV が同時期に同一密集地内で

集中して検出されていることが判明した。 PEDV の異なるウイルス型が地域に同

時期に侵入し，主に近隣伝播によりまん延したことが示唆された。 
また，PED中和抗体は年間を通じて確認され，県内でのPED発生以降には中和

抗体価が著しく上昇することから，PED抗体価を毎月モニタリングすることで，

PED発生を察知できると考えられた。 
北米型又は INDELs 型の PEDV が検出された農場の発症率，死亡率，症状消失

期間及び清浄農場復帰期間について，有意差は認められなかった。これまで，

INDELs 型の発生農場は，哺乳豚の致死率が低いとのが報告されている 2) 。哺乳

豚の致死率は，ウイルス株の病原性以外にも農場内のPEDワクチン接種歴やPED
の発生歴など豚群の免疫状態や発生後の農場に防疫措置などにも影響を受けるた



め，北米型でも高い致死率を示さなかった可能性がある。また，PEDワクチン接

種や過去の発生により母豚群が一定の免疫を獲得している農場では，豚群全体の

発症などを予防する効果があり，PEDの発生予防と発生時の被害軽減・まん延防

止のためには，母豚への免疫付与が重要であることが分かった。 
これまで，密集地でのPED発生は，近隣伝播により流行が拡大すると考えられ

ていたが，今回の遺伝子解析で，複数の感染源から異なる型のウイルスが侵入し

ていることが明らかとなった。密集地におけるPEDの発生が確認された際には，

近隣伝播を防ぐための農場出入口，車両，豚舎周囲の消毒の徹底など飼養衛生管

理基準の遵守レベルを高めるとともに，併せて，農場内へのウイルスを持ち込む

可能性がある豚の導入，と畜場，飼料運搬車両，畜産関係車両などからの交差汚

染対策を徹底する必要がある。 
 PED は一度密集地に侵入すると，近隣伝播により密集地でアウトブレイクし，

地域内農場の生産性が著しく低下する。そのため，PEDの発生を防止するために

は，地域内の全ての農場が流行期前に母豚のワクチン接種の徹底によって感染成

立の閾値を高めるとともに，農場への PEDV 侵入防止のため，畜産関係車両や畜

舎出入口の消毒や長靴・衣服交換を徹底し，ウイルスを農場内に持ち込まない，

増やさない衛生管理を徹底することが重要と考える。 
 
参考文献 
1)田邊ひとみら，管内で流行した豚流行性下痢Ⅱ（ウイルス学的分析 ）， 第57回
茨城県家畜保健衛生業績発表会， 84-90 ，2016 

2)Wang L et al.,New variant of porcine epidemic diarrhea virus,United States,2014,Emerg 
Infect Dis,20,917-919,2014  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



表１ H28－ 29 年シーズン以降の PED 発生件数 
地域 H28 年 シ ー ズ ン H29 年 シ ー ズ ン 

鹿行    0     12 

県南    3     2  

県西    15    0  

 

 

図１ ダイレクトシークエンス法による系統樹解析の結果 



 

図２ H28年シーズンの養豚密集地の PED 発生と GM 値 
 
 
 
 
 
 
 



      

 
図３ H29年シーズンの養豚密集地の PED 発生と GM 値 
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近年，世界的な薬剤耐性（ AMR ）問題に対応するため，人，動物，環境分野

の連携によるワンヘルスアプローチの取組が重要であることが国際的な共通認識

であり，家畜衛生分野では，抗菌剤慎重使用の徹底にむけた対策・指導が重要で

ある。特に養豚分野の抗菌剤販売量は，獣医療全体の60％以上を占め， O116 等

の豚由来多剤耐性大腸菌が全国に広がりつつあるなど，早急に AMR 対策を推進

する必要がある。このような背景から，養豚現場における抗菌剤使用状況と豚由

来病原細菌の薬剤耐性獲得状況の実態調査と，調査結果の周知を行うことにより

抗菌剤の慎重使用の徹底などの啓発活動を実施したので，その概要について報告

する。 
 
養豚現場における抗菌剤の使用実態調査 

１ 材料・対象地域 
県内データは，県東部の養豚が密集する地域 111 戸（以下，県内）を対象と

し，平成  27 年発行の動物用医薬品指示書を用いて集計を実施した。また全国デ

ータは，農林水産省 HP 公開の「平成27年各種抗物質・合成抗菌剤・駆虫剤・抗

原虫剤の販売高と販売量」を用いた。 
２ 集計方法 
（１） 1 頭平均投与量の県内と全国での比較 

総原末換算量（ g ）を年間肥育頭数で割り，肥育豚 1 頭あたりに投与された平

均原末換算量（ g ）（以下， 1 頭平均投与量）を算出し，県内と全国で比較し

た。 
（２）県内個別農場の 1 頭平均投与量と抗菌剤購入回数の算出 

第二次選択薬の主要 4 成分（セフチオフル , コリスチン , ツラスロマイシン ,
エンロフロキサシン）について，農場ごとに 1 頭平均投与量と年間購入回数（購

入歴のある月を 1 回とカウント）を算出した。 
３ 結果 
（１） 1 頭平均投与量の県内と全国での比較（図 1 ） 

全薬剤では県内（ 37.2g ）が全国（ 31.3g ）を 5.9g 上回った。第一次選択薬で

は25薬剤中12薬剤で県内の使用量が多く，特に 6 薬剤（ベンジルペニシリン，ア

モキシシリン , ストレプトマイシン , チルミコシン , フロルフェニコール , リン



コマイシン）では 2 倍量以上であった。逆に全国の使用量が 2 倍量以上の薬剤は

オキシテトラサイクリン , チアンフェニコール , チアムリンであった。また第二

次選択薬では，ツラスロマイシンとダノフロキサシンが全国の 1.5 倍量以上であ

ったが，その他（セフチオフル , コリスチン , エンロフロキサシン , オルビフロ

キサシン , マルボフロキサシン , ノルフロキサシン）は全国と同等，または少な

い使用量であった。 
（２）県内個別農場の 1 頭平均投与量と抗菌剤購入回数の算出（図 2 ） 

ツラスロマイシンの 1 頭平均投与量は全国平均 0.017g 以上が20戸，それ未満は

11戸であり，平均購入回数は前者が 5.6 回，後者が 1.7 回であった。また購入回

数の最大値は11回（ 1 戸）であった。コリスチンでの 1 頭平均投与量は全国平均

0.91g 以上が 9 戸，それ未満は10戸であり，平均購入回数は前者が 4.8 回，後者

が 1.3 回であった。また購入回数の最大値は11回（ 1 戸）であった。セフチオフ

ルの 1 頭平均投与量は全国平均 0.03g 以上が12戸，それ未満は 6 戸であり，平均

購入回数は前者が 5.7 回，後者が 2.1 回であった。また購入回数の最大値は11回
（ 1 戸）であった。エンロフロキサシンの 1 頭平均投与量は全国平均 0.015g 以上

が12戸，それ未満は 6 戸あり，平均購入回数は前者が 2.9 回，後者が 1.6 回であ

った。また購入回数の最大値は10回（ 1 戸）であった。 
 
豚由来病原細菌の薬剤耐性獲得状況 

１ 材料 
平成 6 ～28年の23年間に分離された豚由来病原細菌のうち，病性鑑定 1 件につ

き各菌種 1 株のみを選抜した 8 菌種 709 株を供試した（表 1 ）。 
２ 方法 
（１）薬剤耐性率の増減と新規耐性株の出現の確認 

9 系統20薬剤（表 2 ）についてディスク拡散法による薬剤感受性試験を実施し

た。前半12年（平成 6 ～17年）から後半11年（平成18～28年）にかけての薬剤耐

性率（以下 , 耐性率）の増減について有意差の有無を検討した（χ 2 検定，有意

水準： P ＜ 0.05 ）。また，後半11年で初めて出現した耐性株（以下，新規耐性

株）の確認を行った。なお，20薬剤のうち，菌種ごとの既知の自然耐性薬剤は除

いて試験を実施した。 
（２）各菌種における適応薬剤の有効性の判定 

市販抗菌剤の添付文書に明記された，各疾病の治療に使用可能な薬剤（以下，

適応薬剤）について，本県の豚由来病原細菌に有効かを調査した。  
なお，前半11年の耐性率20％未満を有効，20%以上を無効と判定した。 

３ 成績 
（１） 薬剤耐性率の増減と新規耐性株の出現の確認（表 3 ） 



Echerichia coli （以下， Ec ）の耐性率は，16薬剤中11薬剤で有意な増加，オキ

シテトラサイクリンで有意な減少を認め，セフチオフルで新規耐性株が分離され

た。 Salmonella Choleraesuis （以下， SCh ）の耐性率は，16薬剤中 7 薬剤で有意な

増加，クロラムフェニコールで有意な減少を認め，セファゾリン，セフチオフル

で新規耐性株が分離された。Haemophilus parasuis（以下， Hp ）の耐性率は18薬
剤中 ST 合剤のみ有意な増加， 7 薬剤で新規耐性株が分離された。 Actinobacillus
 pleuropneumoniae （以下， App ）の耐性率は19薬剤中ナリジクス酸のみ有意に増

加し，フロルフェニコールの新規耐性株が分離された。 Pasteurella multocida （以

下， Pm ）の耐性率は18薬剤中エリスロマイシンのみ有意な増加を認め，ペニシ

リン , アンピリシン , オキシテトラサイクリンの新規耐性株が分離された。 Stre
ptococcus suis（以下，Ss）の耐性率は17薬剤中ドキシサイクリンのみ有意に減少

し，ペニシリン，エンロフロキサシン , オルビフロキサシンの新規耐性株が分離

された。Erysipelothrix rhusiopatiae （以下，Er）の耐性率は17薬剤中オキシテトラ

サイクリンのみ有意な減少を認めた。Staphylococcus hyicus（以下， Sh ）の耐性

率は18薬剤中アンピシリン , アモキシシリンで有意に増加し，エンロフロキサシ

ン，オルビフロキサシンで新規耐性株が分離された。試験薬剤の全てを対象とし

た各菌種の耐性率は， Ec （ 32.6 ％→ 48.7 ％）， SCh （ 43.3 ％→ 55.7 ％）， Hp
（ 7.8 ％→ 12.5 ％）， Sh （ 14.8 ％→ 21.9 ％）で有意に増加していた。 
（２）各菌種における適応薬剤の有効性の判定（表 4 ） 

Ec は第 1 次選択薬はゲンタマイシン，第 2 次選択薬はセフチオフルが有効，

その他は無効であった。 SCh では第一次選択薬は全て無効，第 2 次選択薬ではコ

リスチンのみ有効であった。 Hp では第 1 次選択薬はペニシリン，アンピシリ

ン，第 2 次選択薬はエンロフロキサシン，オルビフロキサシンが有効であった。

App では第 1 次選択薬はアンピリシン，ドキシサイクリン , フロルフェニコー

ル，第 2 次選択薬はセフチオフル，エンロフロキサシン，オルビフロキサシンが

有効， ST 合剤のみ無効であった。 Pm では第 1 次選択薬では，ペニシリン，ア

ンピシリン，アモキシシリン，カナマイシン，オキシテトラサイクリン，第 2 次

選択薬ではセフチオフル，エンロフロキサシン，オルビフロキサシンが有効， S
T 合剤のみ無効であった。Ssではペニシリン，アンピシリン，アモキシシリン，

ST 合剤が有効，エリスロマイシン，オキシテトラサイクリンは無効であった。

Erではペニシリン，エリスロマイシン，オキシテトラサイクリンの全てが有効で

あった。 Sh ではカナマイシン，ドキシサシクリンが有効，ペニシリン，アモキ

シシリン，エリスロマイシン，オキシテトラサイクリンは無効であった。 
 
調査結果の周知，慎重使用の啓蒙（図 3 ～ 5 ） 

 H28 ～30年度の 3 年間で，畜産及び製薬関係者に向けた AMR 関連の講演また



は説明会を 5 回実施し，調査内容を含めた県内における AMR の現状の周知と，

抗菌剤慎重使用徹底の啓発を行っている。 
 
考察 

抗菌剤使用状況調査について， 1 頭平均投与量の県内と全国の比較では，全薬

剤では県内の使用量が多く，第一次選択薬でもフロルフェニコール，リンコマイ

シン等，治療現場で重要とされる薬剤が全国を大きく上回る使用量であった。第

二次選択薬では，ツラスロマイシンが全国よりも使用量が多く，現場での人気の

高さが伺えた。これら薬剤については，今後もその耐性株の出現，耐性率増加の

可能性があるため注視していく必要がある。農場単位の詳細（図 4 ）をみると，

1 頭平均投与量が全国平均以上の農場は平均購入回数が多く，毎月のように同一

の第二次選択薬を購入する農場も複数存在した。現実的には，毎月の頻度で第二

次選択薬が必要となる状況は考えにくく，これら農場は予防的投与を視野にいれ

た定期的な薬剤購入をしている可能性がある。全体で見れば 1 頭平均投与量は全

国と同等程度であっても，特定の農場では第二次選択薬を多用している県内の状

況が，今回の調査から窺うことができた。 
薬剤耐性獲得状況調査について，対象菌種のうち有意に耐性率が増加していた

のは， Ec で11薬剤， SCh で 7 薬剤， Hp ， App ， Pm で各 1 薬剤， Sh で 2 薬

剤であり，特に Ec と SCh の増加割合が大きく，セフチオフルの新規耐性株が出

現するなど，腸内細菌 2 菌種は特に著しい耐性化が確認された。すでに Ec はゲ

ンタマイシンとセフチオフル， SCh はコリスチンのみしか適応薬剤の選択肢がな

く，このような菌に対しては，抗菌剤の慎重使用が現実的に困難であるため，早

期の薬剤感受性試験と的確な薬剤選択が必須である。また，肺炎菌（ Hp ， Ap
p ， Pm ）では，  Hp のフロロキノロン耐性株， App のフロルフェニコール耐性

株，敗血症菌（Ss，Er），皮膚炎菌（ Sh ）においても，Ss， Sh でフロロキノ

ロン耐性株の出現しており，抗菌スペクトルが広くかつ汎用される薬剤で新規耐

性株が出現していることは特に危惧すべき状況である。 
今回の調査から，この23年間で豚由来病原細菌は確実に薬剤耐性化が進行して

いることが判明し，さらなる薬剤耐性獲得を阻止するためには，抗菌剤使用量削

減に向けた具体的な対策が必要となってくる。県内養豚場では，特定農場で第二

次選択薬が多用されている実態が明らかになったことから，第二次選択薬多用農

場を優先的にピックアップし，個別でアプローチしていくことが効率的な薬剤使

用量の削減のためには重要であると思われる。今後も， AMR に関する県内の調

査を継続し，抗菌剤慎重使用の重要性を繰り返し啓発するなど，関係者への粘り

強い周知を徹底していきたい。 



 

 
   県内     全国 

図 1  1 頭平均投与量の県内と全国での比較 
 

 
図 2  県内個別農場の 1 頭平均投与量と抗菌剤購入回数の算出 
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表１ 供試菌リスト     表 2  供試薬剤リスト 

   

 
表 3  薬剤耐性率一覧 

 
 
表 4  適応薬剤のステージⅡ耐性率と効果判定 

 

前半12年

H6～17

後半11年

H18～28

Echerichia coli

豚大腸菌症・浮腫病
73 124

Salmonella Choleraesuis

豚サルモネラ症
46 45

Haemophilus parasuis

グレーサー病
22 44

Actinobacillus pleuropneumoniae

豚胸膜肺炎
25 68

Pasteurella multocida

豚パスツレラ肺炎
29 88

Streptococcus suis

豚レンサ球菌症
40 69

Erysipelothrix rhusiopatiae

豚丹毒
8 10

Staphylococcus hyicus

滲出性皮膚炎
6 12

計 249 460
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図 3  関係者配布リーフレット                    図 4  AMR 対策普及啓発活

動提出ポスター 
 

 
図 5  県内の AMR 調査結果に関する説明会・講演 



 
 


